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北海道環境財団の事業分野



地球温暖化対策の推進
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普及啓発

• セミナーの開催

•脱炭素マッチングの取組、等

人材育成

•子ども向け気候変動教育

• JICA研修事業、等

自治体連携

•計画策定支援事業

•補助金執行業務 等



地方公共団体に期待される取組

4 地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律案 概要資料（環境省）より一部抜粋



計画策定支援について

5

ゼロカーボンの姿勢表明

計画に基づいて
脱炭素具現化にむけた

施策を展開

脱炭素具体化にむけた
計画策定・調査など

取組レベル高

①ゼロカーボンシティ宣言

②計画づくり事業、ほか
各種の補助金
（交付率 1/3～1/2）

②重点対策加速化事業
（交付率 1／2）

④脱炭素先行地域
（交付率 ２／３）

※改正温対法（2021年）により、中核市未満の市町村においても
地方公共団体実行計画（区域施策編）の策定が努力義務化。



計画策定支援について

6

• 地理的特徴など地域特性

• 地域の課題整理、など
地域の現状と課題

• ガス排出量の定量化

• 再エネポテンシャル評価

ガス排出量

再エネポテンシャル評価

• 削減目標の設定

• 目指すべき将来像の検討
目標・将来像

• 具体的施策をどうするのか脱炭素施策

• 指標、進行管理体制進行管理

既存計画等の取りまとめ

排出量カルテ
REPOS（再エネ情報

提供システム）

国46％、道48%

庁内体制の整備

実現可能性を
担保するためには

ここが重要！



事業具体化を見据えた「合意形成」の重要性

77 脱炭素に向けた地方自治体の取組について（環境省資料）から 「地方自治体への取組支援策」より
一部抜粋



「技術評価」と「合意形成」を見据えた業務体制（例）
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• 再エネ導入戦略の策定に際しては、再エネのポテンシャルなど技術的評価に加えて、そうした評価に基づく将来像の検討
や目標達成に向けては地域合意の形成が重要

• 技術分野の評価については地域の実情に明るい道内コンサルタントと連携、また、合意形成については、環境政策コミュ
ニケーション等に取り組んできた環境財団が担当し、それぞれの分野における強みを活かして計画検討作業を実施

（1）地域特性の整理

（2）再エネ導入ポテンシャルの検討

（3）再エネ導入目標量の検討

（4）再エネ推進のための戦略等の検討

（5）戦略の進行管理のあり方検討

（6）地域との合意形成等

（7）再エネ導入戦略協議会の開催

（8）進行管理等

道内環境コンサルタント
【技術的評価が必要となる分野】

公益財団法人北海道環境財団
【住民理解・住民合意に係る分野】

再生可能エネルギー導入戦略の策定 業務分担（例）



「合意形成プロセス」の例

99

• 再エネ戦略（≒区域施策編）は、地域の取組を規定するもの。行政はもちろん、住民、事業者など地域の皆さん
がプレイヤーである。

• 住民意向を十分に踏まえること（≒ 意向を踏まえるためのプロセスを経ること）は、後々の計画の具体化に際し
ては必要不可欠なプロセスとなる。

現状把握

課題把握

•ヒアリング調査（事業者）

•アンケート調査（町民）

地域協議会①

•構成員との個別調整

•基礎排出量データの提

示、課題等共有

地域協議会②

•構成員との個別調整

•目指すべき将来像

（案）の提示

地域協議会③

•構成員との個別調整

•将来像の確定

•各主体が取り組むべき施

策の方向性を確定

計画策定

●令和4年度 斜里町における策定業務合意プロセス



令和4年度業務受託実績（オホーツク）
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環境省 補助金について（計画策定）
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令和４年度（第２次補正予算）二酸化炭素排出抑制対策
事業費等補助金（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限
導入のための計画づくり支援事業）に係るＱ＆Ａ集 より

計画立案後、中長期にわたる施策の展開までを見据えて、
自治体側が主体的に適切な計画検討体制を検討、働きかけを行うことが重要



施策の具体化に係る取組
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• 環境省補助金（二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金）の執行業務を担当

• 重点対策加速化事業における住民向け補助金執行業務等の支援を実施。

【支援内容例】
・補助要綱の策定
・手引きおよびQ&Aの公開
・問い合わせ対応及び審査業務
（審査支援対象）
・自家消費型太陽光発電設備導入審査支援
・蓄電池システム導入審査支援
・エネルギーマネジメント導入審査支援
・断熱改修審査支援、等

【令和5年度事業】
・既存住宅における断熱リフォーム支援事業
・平時の脱炭素化と災害時の安心を実現するフェーズフリーの省CO2独立型施設支援事業
・脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業
・バッテリー交換式EVとバッテリーステーション活用による地域貢献型脱炭素物流等構築事業



ご清聴ありがとうございました。
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●お問い合わせは以下までお願いします。

公益財団法人北海道環境財団

企画事業課長 安保 芳久

TEL 011-218-7811

E-mail：ampo@heco-spc.or.jp
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